　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
認知症高齢者グループホーム
整備・運営事業者
公募要項
(令和７年度　整備)
令和６年１０月
大網白里市 高齢者支援課
目次
１．公募の趣旨


PageRef _Toc516854104 \h 
2
２．公募の概要


PageRef _Toc516854105 \h 
2
３．応募できる事業者の資格要件


PageRef _Toc516854106 \h 
2
４．応募要件


PageRef _Toc516854107 \h 
2
５．建設条件


PageRef _Toc516854108 \h 
3
６．運営条件


PageRef _Toc516854109 \h 
4
７．受付期間及び提出方法


PageRef _Toc516854110 \h 
4
８．応募に当たっての留意点


PageRef _Toc516854111 \h 
5
９．選定方法


PageRef _Toc516854112 \h 
6
１０．スケジュールについて


PageRef _Toc516854113 \h 
7
１１．施設整備に対する補助金（予定）について


PageRef _Toc516854114 \h 
7
１２．施設整備の融資制度について
8
１３．質問等の受付について
8
別紙資料１　応募申込書の提出書類一覧


PageRef _Toc516854117 \h 
9
別紙資料２　評価項目
10


１．公募の趣旨
大網白里市では、「第９期大網白里市高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和６年度～令和８年度）」に基づき、介護保険サービスに係る基盤整備を進めています。
本公募は、公平性・透明性を確保しつつ、質の高いサービスと適正な運営の確保を目的として、より良いサービス提供が期待できる事業者を選定するために行うものです。
２．公募の概要
（１）公募する地域密着型サービス事業の種類、募集数及び整備圏域は次のとおりです。
	種　　類
	募集数
	整備圏域

	認知症高齢者グループホーム（認知症対応型共同生活介護）
	１事業所　９～１８床

（１ユニット９床×１～２）
	市内全域


※選定にあたっては、市内の地域密着型サービス事業所等との配置のバランスを考慮します。
※浸水想定区域や土砂災害警戒区域等については、安全上及び避難上の対策を考慮すること。

（２） 整備予定年度 

令和７年度中に竣工し、事業者指定を受け速やかに事業所を開設すること。
３．応募できる事業者の資格要件
応募事業者は、以下の資格要件を全て満たすことが必要となります。
（1） 運営法人は法人格を有していること。または法人格を有する予定であること。
（2） 運営を直接行う者であること。
（３）介護サービスを提供するために必要な能力、資産及び意欲を有しており、長期的に安定した運営が確実であること。
（４）介護保険法第７８条の２第４項各号及び第１１５条の１２第２項各号の規定に該当しないこと。
（５）県又は市町村等の指導監査における指摘事項が改善済み、又は法人運営・施設運営等に関して過去に重大な問題等を起こしたことがないこと。
（６）大網白里市暴力団排除条例（平成２４年大網白里市条例第１５号）第２条第１項に規定する暴力団及びそれらの利益となる活動を行う法人でないこと。また、法人の役員（就任予定者を含む）等が、同条例第２条第３号に規定する暴力団員等又は同条例第９条第１項に規定する暴力団密接関係者でないこと。

４．応募要件
（１）用地及び建物については、原則としてその所有権を取得すること。
（２）用地において、自己所有地が確保されていない場合は、選定前に土地を購入する必要はないが、審査時は事業用地の確保見込みが担保されていることを証明する書類（土地売買契約書、土地売買契約確約書等）を提出すること。

（３）用地の所有権を取得することが困難な場合は借地も可能であるが、借地の場合は、当該事業の存続に必要な期間（３０年間程度）の地上権又は賃借権及び賃借料を設定する見込みを証する書類（土地賃貸借契約確約書、地上権設定契約確約書等）を提出すること。

（４）建物を賃貸借により運営することも可能であるが、賃貸借の場合は、当該事業の存続に必要な期間（３０年間程度）の賃借権及び賃借料を設定する見込みを証する書類（建物賃貸借契約確約書）を提出すること。

（５）都市計画法、農地法、文化財保護法などの利用制限や規制など、施設整備に支障がないことを事業者において必ず関係機関の窓口で確認・把握したうえで用地を選定すること。また、開発行為等の許認可が確実に得られること。
（６）事業予定地は、公募申込時に抵当権等の事業所存続の支障となりうるような権利設定がないこと。あったとしても、その抹消が確実であることが確約できる書類を提出すること。
（７）事業予定地は、以下の条件を満たしていること。

 ア 整備区域内には、都市計画法第33条第１項第８号により開発行為が禁止されている区域（災害レッドゾーン）を含んでいないこと。

  イ 土砂災害警戒区域、浸水想定区域、浸水被害防止区域等、災害による被害が想定される区域に指定されている区域（災害イエローゾーン）に施設を整備する場合には、当該区域で整備しなければならない理由があり、かつ、想定される被災リスクに対して、安全確保や避難に係る設計上の工夫や設備の設置等の対策が講じられていること。
（８）事業計画については、地域住民等への説明を必ず行い、事前に十分な理解を求めること。
　　　　※地域住民等への説明にあたっては、「市の事業として選定されることが条件であるため、事業化されない場合がある」旨を資料等に記載するなどして必ず伝え、誤解を招かないように十分注意すること。

５．建設条件
（１）都市計画法、建築基準法、消防法、千葉県福祉のまちづくり条例、大網白里市景観条例（平成２６年大網白里市条例第７号）及びその他関係法令を遵守すること。

（２）周辺の環境に合った外観に配慮すること。　
（３）隣接住民の日照権等に十分な配慮をすること。
（４）隣接住民（地権者）及び地元自治会（町内会）に十分な説明をすること。地元自治会（町内会）会長及び建設予定地に接する土地所有者等から建設事業に係る同意を得ること。
（５）既存の建物を活用する提案の場合、その建物が昭和５６年以前の建物である場合は、耐震診断を受診済みであり、その結果耐震改修が必要な場合には、事業開始までに耐震改修が終了していること。また、消防法に基づく消防設備等が未整備の場合には、事業開始までに整備を実施すること。

６．運営条件
（１）「大網白里市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準等を定める条例」（平成２５年大網白里市条例第１０号）等の介護保険関係の基準を満たし、その関連する法令等にも適合していること。

（２）利用者の個人としての尊厳に十分な配慮をするとともに、利用者の意向に添った安定した質の高いサービスを提供すること。
（３）明るく清潔で、市民に親しみやすく、地域に開かれた施設になるように配慮すること。
（４）利用者は、原則として大網白里市介護保険被保険者に限定すること。
７．受付期間及び提出方法
本公募への申込を希望する事業者は、次により応募書類を提出してください。市にこれらの書類を提出した事業者を応募申込者とします。
（１）受付期間及び提出場所及び問合せ先

	受付期間
	提出場所及び問合せ先

	令和６年１０月１７日（木）から
令和６年１２月２７日（金）まで
（土曜・日曜・祝日は除きます）
午前９時から午後４時まで（時間厳守）
※郵送等による書類の受付はしませんので、
予め電話予約の上、直接持参願います。
※応募する前に、必ず事前相談をしてください。
	大網白里市大網１１５番地２
大網白里市高齢者支援課

介護保険班　

電 話 ０４７５（７０）０３０９

ＦＡＸ ０４７５（７０）１０９３
Ｅ‐mail：korei@city.oamishirasato.lg.jp


（２）提出部数 ７部（正本１部、副本（コピー可）６部）
（３）書類の体裁について
書類の体裁は、次のように整えてください。
① 全体の目次及びページをつけ、ページごとに右肩に項目名を標記する。
② 項目ごとに文字表記のインデックスをつける。（番号のみ可）
③ 全体をバインダー等で綴る。
④　提出書類は原則として日本工業規格Ａ４サイズに統一し、平面図等はＡ４サイズ折りとしてください。

　　＜提出書類の綴じ方参考例＞




　　 Ａ４版 



（４）提出書類について
①提出書類については、本公募要項の「提出書類一覧」（別紙資料１）のとおりとします。
②提出書類に必要な様式類については、市ホームページよりダウンロードしてください。
③契約者同士で原本を保管する必要があるもの（土地売買契約書等）は、写しの提出で構いませんが、法人代表者名で次のような原本証明をしてください。
＜原本証明の例＞
	この写しは原本と相違ありません。
令和 年 月 日
○○法人 ○○○会
代表者 ○ ○ ○ ○ 実印


８．応募に当たっての留意点
（１）本申込みの受付期間終了後は、応募者の都合による計画変更は一切認めません。なお、本市が必要と判断した場合は、本市から書類追加、補正等を求めることがあります。
（２）応募に必要な書類に不足・不備等がある場合は、受付することが出来ませんので、受付期間最終日の提出は、極力避けてください。
（３）提出された書類は、理由の如何を問わず返却いたしません。
（４）応募にかかる費用は、すべて応募者の負担とします。
（５）他の応募者の計画の内容に関しての問い合せについては、直接又は間接の如何を問わず、一切応じません。
（６）本応募における用地（建物）権利者又は地域住民等との間の確約書等に基づき生じた損害賠償請求権等については、応募者の責任に帰する事項であり、本市はその責任を負いません。
（７）応募受付後に辞退する場合は、辞退届（様式１6）を提出していただきます。
（８）事業者の評価後の協議において開発の許可が得られないなど、下記のア～エに該当し、事業計画が成り立たないことが判明した場合や、重大な不備等のあることが判明した場合には、決定を取り消す場合があります。この場合、本市はその責任を一切負いません。
	ア 必要な許認可が取得できないこと
イ 資金計画の大幅な変更
ウ 事業計画の変更（施設定員、計画地の変更、本要項の要件に適合しない変更等）
エ　その他（事業執行上の支障発生時）


９．選定方法
第一次審査及び第二次審査の結果を総合的に評価し、整備事業予定者を決定します。
（１）第一次審査
提出された申請書類に基づき、書類審査等を行います。第一次審査の結果は、応募者に文書で通知します。
（２）第二次審査
大網白里市介護保険施設等事業者選定委員会設置要綱に基づき選出された選定委員により、事業に対する考え方、理解度等を総合的に評価する審査を行います。

各事業者（代表者等３名以内）から施設の運営方針等についてのプレゼンテーションを実施し（プレゼンテーションは２０分以内）、その後、選定委員からプレゼンテーションや提出書類の内容等についてヒアリング（１０～２０分程度）を行う。

評価項目は別紙資料２のとおり。

（３）選定結果

　　　選定結果は、第二次審査対象者に文書で通知します。選定結果についての電話・文書等による

問い合わせには応じないものとします。
（４）事業者の公表

　　　応募状況・選定結果は、市ホームページで公表します。ただし、個別の選定結果については、当該応募者の合計得点に限り公開します。公平公正な審査を担保するため、選定委員ごとの結果は非公開とします。（応募者の申請内容についても、公表しません。）

（５）その他　

評価の合計点が６０％以上を取得した応募者の順位付けをし、最も合計点の高い第１順位事業者を整備事業予定者として決定します。なお、最も合計点の高い事業者が2事業者以上いる場合は、選定委員の多数決により整備事業予定者を決定します。
また、第１順位事業者が辞退等により整備事業予定者でなくなった場合は、繰上げにより第２順位事業者を決定することとします。
審査の結果、整備事業予定者該当なしとする場合があります。
１０．スケジュールについて
今後のスケジュールについては、次のとおりです。都合により日程等の変更が生じる可能性もありますので、あらかじめご了承ください。
	公募要項配布
	令和６年１０月１７日（木）本市ホームページ掲載


	質問の受付期限
	令和６年１０月３１日（木）



	質問の回答
	令和６年１１月８日（金）まで本市ホームページ上で回答


　　　　　　
	公募書類受付期間
	令和６年１０月１７日（木）～令和６年１２月２７日（金）



	第一次審査（書類審査等）
	令和７年１月中旬頃(予定)



	第二次審査（ヒアリング等）
	令和７年２月上旬頃(予定)



	審査結果通知
	令和７年２月中旬頃(予定)


１１．施設整備に対する補助金（予定）について
補助金については、「大網白里市公的介護施設等整備費補助金交付要綱」及び「大網白里市地域密着型施設開設準備支援事業補助金交付要領」により、予算の範囲内において交付します。ただし、本補助金は千葉県の補助金を財源として実施するものであり、本公募で指定予定事業者として決定された場合であっても、千葉県の補助金等の交付対象にならなかった場合は、補助対象となりません（市の単独補助金はありません）。資金計画等の策定にあたり、補助金の不交付も念頭におき、十分に対応できる場合に限り応募するようにしてください。
下記掲載の補助金の単価は令和６年度の単価であり、令和６年度の整備に係る単価については、現時点で未定ですので、予めご了承ください。また、補助金は予算の範囲内において額が決定されるため、現行の基準単価を下回る補助額となる可能性があります。

（参考）　令和６年度補助金単価
	認知症高齢者グループホーム

	区分
	補助単価
	対象経費概要

	施設整備
	１施設あたり　３６,６００千円以内
	施設等の整備に必要な工事費又は工事請負費及び工事事務費（工事施工のため直接必要な事務に要する費用であって、旅費、消耗品費、通信運搬費、印刷製本費及び設計監督料等をいい、その額は、工事費又は工事請負費（対象経費）の２．６％に相当する額を限度とする。）

※土地の買収又は整地に要する費用、外構整備に要する費用などは対象外。

	
	（空家を活用した整備）
１施設あたり９，７１０千円以内
	

	開設準備経費
	定員数×９１４千円以内
	施設開設準備事業を実施するのに必要な需要費、使用料及び賃借料、備品購入費（備品設置に伴う工事請負費を含む。）、報酬、給料、職員手当等、共済費、賃金、旅費、役務費、委託料

	【留意事項】

１　補助金の交付を受けて整備を行う場合は、施工業者を入札により決定する必要があります。入札は市の手続きに準拠して実施することとなります。
２　入札は補助内示通知を受けてから、契約締結は補助金交付決定通知を受けてから行います。交付決定通知前に契約締結されたものは、補助対象になりません。

３　対象経費が補助基準額に満たない場合は、対象経費の額が交付額となります。

４　補助金は、交付確定通知後（工事竣工後、検査終了後）の支払を予定しています。

５　補助事業により取得した財産（施設、設備等）は補助金の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取り壊し、または廃棄してはならない財産です。事前に同意なく前述のいずれかの処分を行った際は、減価償却期間の残存年数に応じて補助金の返還を求める場合があります。




１２．施設整備の融資制度について

　独立行政法人福祉医療機構（http://hp.wam.go.jp/）にお問い合わせください。

　※福祉医療機構からの融資については、財務状況や資金計画などの確認事項が多くなっていますので、融資相談を実施し、必要な調整を行い一定の了解を得た上で、応募してください。
１３．質問等の受付について
（１）受付期間及び受付方法
１０月３１日（木）までに、ＦＡＸ又はメールにより受付けます。これ以外の方法(電話、口頭等)での質問は受け付けません。なお、送信した際は、下記まで送信した旨の電話をお願いします。

（２）質問票の記載について
①質問票（様式１７）に要旨を簡潔にまとめ、質問事項１件ごとに作成してください。
（１通の質問票に複数の質問事項を記載しないようにして下さい。）
②質問票到着後、質問の内容に関し確認をさせていただく場合がありますので、市あてに送付した質問票の控えを保管しておいてください。
＜送付先＞
大網白里市 高齢者支援課 介護保険班　宛て
電　 話：０４７５（７０）０３０９

Ｆ Ａ Ｘ：０４７５（７０）１０９３
Ｅ‐mail：: korei@city.oamishirasato.lg.jp
（３）質問に対する回答方法
受付期間中に受付けた質問については回答書を作成し、１１月８日（金）までに、本市ホームページで掲載いたします。

別紙資料１　提出書類一覧
	
	名称
	書式

	全体の総括
	認知症高齢者グループホーム整備・運営事業者公募申込書
	様式１

	
	誓約書
	様式２

	
	認知症高齢者グループホーム整備・運営事業計画書総括表
	様式３

	
	事業計画提案書
	様式４

	
	建設予定地に関する調書
	様式５

	法人関係
	法人定款（写し）　最新のもの
	―

	
	法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）　3か月以内のもの
	―

	
	法人印鑑証明書　3か月以内のもの
	―

	
	法人事業概要（パンフレット等）
	―

	
	直近３か年の決算書類（貸借対照表、収支（資金及び事業活動）計算書）

※ 株式会社及び有限会社の場合は損益計算書、個別注記表、株主資本等変動計算書、キャッシュフロー計算書も併せて提出
	―

	
	指導監査結果通知並びに改善報告書の写し（直近３か年）
	―

	
	法人代表者（設立代表者）履歴書
	様式６

	
	役員（予定者）名簿一覧表
	様式７

	
	管理者（予定者）履歴書
	様式８

	
	介護職員の配置実績
	様式９

	事業計画・

資金関係
	従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表（予定）
	様式１０

	
	事業工程表
	様式１１

	
	資金計画書
	様式１２

	
	収支見込計算書
	様式１３

	計画図面等
	案内図（縮尺1/10,000程度）、位置図（縮尺1/2,500程度）
	A３版

	
	配置図、平面図（各階）、立面図
	A３版

	
	付近の現況写真（カラーで数枚程度）
	－

	土地等権利関係等
	土地及び建物登記事項証明書、公図
	―

	
	取得等の場合 ⇒ 寄附確約書、売買確約書、賃貸借確約書等
	―

	
	土地利用・建築に係る関係機関との協議状況
	様式１４

	
	地域住民等説明経過及び状況
	様式１５

	
	下水道・排水関係（放流先の協議・同意状況）
	―


	
	名称
	書式

	その他
	応募辞退届
	様式１６

	
	質問票
	様式１７


別紙資料２　評価項目
	総合評価項目

	１．応募理由・運営理念等について

	２．職員体制について

	３．利用者の保護等について

	４．サービス提供について

	５．建設予定地について

	６．安定的な運営について

	７．医療との連携について

	８．地域との連携について


※必要に応じて評価項目を追加、変更する場合があります。






























認知症高齢者グループホーム整備・運営事業者公募申込書











　　　②





　　　③





事業者名


（法人名）
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